
 

 

所得税法第 4条の事前認可

申請手続
第 4条 

 

台湾所得税法第 4条では次のように規定してい

ます。  

 

次に掲げる種類の所得については、所得税を免

除するものとする。 

21 新生産技術若しくは新製品導入、製品

品質向上、又は製造原価低減のため、所轄

官庁から特別な事案として認可を受け、外

国営利事業者が有する特許権、商標権、又

は各種特別に付与された権利を使用する場

合、当該外国営利事業者に支払う使用料、

及び所轄官庁の認定を受けた重要な製造事

業者が、工場建設のために外国営利事業に

支払う技術サービスの報酬。 

 

解説 

 

外国営利事業者が第 4 条適用の認可を受けると、

台湾で得た使用料報酬又は技術支援サービス報

酬については、所得税の免除が受けられます。

すなわち、外国営利事業者のこれら収入全額が

台湾国外に送金できます。 

 

申請及び 2段階の認可 

 

第 4条の適用申請は、まず技術的評価のために

工業局に対して行わなければなりません。工業

局が申請を認可すると、最終認可審査のために

財政部賦税署（税務署）に送付されます。 

 

申請に必要な書類 

 

事前照会手続には以下の書類が必要です。 
 

1 契約当事者双方の概要。 

2 台湾の事業者の登記情報の写し。これには、

工場登記証が含まれます。 

3 委任状書式 POA-S4。これは外国営利事業者

により署名され、外国営利事業者のレターヘ

ッド付き用紙で印刷する必要があります。 

4 ライセンス契約書。契約書には、料金及び支

払条件、契約期間、知的財産権、並びに特許

に関連するその他の情報が含まれます。契約

書が中国語以外での場合、中国語訳を税務機

関に提供しなければなりません（翻訳版に署

名する必要はありません）。 

5 特許／商標の説明及び特許証／商標登録証の

写し 

6 台湾又は外国機関（例えば、経済部智慧財産

局〔知的財産局〕）による特許／商標登録の

証明書。 

7 外国営利事業者によって提供される特許が次

のいずれかを証明する証憑書類。 

a 新製品 

b 製品の品質向上又は製造原価の低減 

c 新生産技術 

当事務所の取り組み  

第 4条の適用申請は、事前許可の手続であるた

め、グラント・ソントン台湾では、各申請が必

ず認可されると保証することはできません。し

かしながら、当事務所のサービスの一環として、

依頼者の申請書類を徹底的に精査し、変更した

方が良いと思われる箇所についてアドバイス致

します。申請書類を精査し、認可される可能性

を見極め、申請するべきか否かについてアドバ

イス致します。 
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